
第 平成 年度補正予算の状況

般 会 計

平成 年度の政府の経済財政運営については、 成長なくして日本の未来なし の理念の下、 戦後

レジームからの新たな船出 を行うため、イノベーションの力とオープンな姿勢により、今後 年間

程度で 新成長経済への移行期 を完了するものとし、その初年度である平成 年度においては、 創

造と成長 の実現を図るとの方針の下で、成長力強化に向けた改革を加速・深化させるとともに、併

せて地域経済の活性化や再チャレンジ可能な社会を目指すための取組みを協力に推進する。 成長な

くして財政再建なし の理念の下、成長力強化を図りつつ、車の両輪である行財政改革を断行するこ

ととしています。

平成 年度の経済見通しとしては、世界経済の着実な回復が続く下、企業部門・家計部門ともに改

善が続き、改革の加速・深化と政府・日本銀行の 体となった取組み等により、物価の安定の下での

自律的・持続的な経済成長が実現し、国内総生産の実質成長率は、 ％程度になると見込まれてい

ます。

国の予算編成においては、平成 年度に国と地方の基礎的財政収支を確実に黒字化するとともに、

簡素で効率的な政府を実現するため、これまでの財政健全化の努力を継続し、歳出改革路線を強化す

る こととされ、 行政のスリム化・効率化を 層徹底し、総人件費改革や特別会計改革、資産・債

務改革等について適切に予算に反映させる こととされています。

また、平成 年度の地方財政計画は、歳出面においては、国の歳出予算と歩を にして、見直すこ

ととし、定員の純減や給与構造改革等による給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、こ

れらを通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることにより、財源不足額の圧縮を図ることとする

方、地方交付税の現行法定率を堅持しつつ安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の 般

財源の総額を確保することを基本として、策定されたところです。

こうした中、本県の平成 年度当初予算は、厳しい財政状況の中、選択と集中の視点に立って、重

点施策等へ集中的に予算を配分する 政策課題への的確な対応 と、財政改革の取組みをさらに徹底

し、確実にその成果を上げる 財政改革の更なる推進 を つを基本方針として、編成を行っていま

す。

当初予算の内容については、前回の 山口県の財政 （平成 年 月）で、その概要について説明

していますので省略し、その後の予算編成について、その概要を説明します。

◎ 補正予算の概要

○ 月補正予算について

当面緊急を要する債務負担行為に限り補正を行いました。

○ 月補正予算について

月に発生した新潟県中越沖地震を教訓に、災害時の要援護者への対応を的確に実施するため

のガイドラインの充実、災害救助物資の調達・輸送方法等に係るマニュアルの作成、備蓄情報の

データベース化等の地震防災対策のほか、美祢社会復帰促進センターと連携した竹製品製造のた

めの施設整備費、国の内示確定に伴う補助公共事業の追加計上など、緊急を要する経費について、

（ ）は じ め に



（ ）歳 入 予 算

予算の補正を行いました。

本年度の 月補正における歳入予算の補正状況は、第 表のとおりです。

月補正については、補助公共事業等に充当する国庫支出金 億 万 千円のほか、県債 億

万円、繰越金 億 万 千円が補正の主なものです。

以上の結果、 月補正後における歳入予算の状況は、第 表及び第 図のとおりとなっています。

これを 般財源対特定財源の比率で見ますと、 ％対 ％となり、当初予算時の割合（ ％

対 ％）に比べ 般財源の比率が若干落ちています。

また、自主財源と依存財源という観点から見ると、 ％対 ％（当初予算時の割合： ％対

％）となり、自主財源の割合が若干落ちています。

般会計歳入予算構成比の状況
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諸 収 入

県 債

％ ％

歳 入 合 計

財

源

区

分

般 財 源

特 定 財 源

自 主 財 源

依 存 財 源



地 方 消 費 税
都道府県清算後







普 通 交 付 税 の 推 移

年度





（ ）歳 出 予 算



般会計予算目的別内訳



般会計予算性質別内訳



ア 投資的経費の状況



特 別 会 計

特別会計の 月定例会における補正は行っておりません。

当初（現計）予算額の状況は、第 表のとおりであります。




